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港区では、 指定管理者制度導入施設において、 安定的に区民サービスを 提供し 、 区

民福祉の向上を 図るため、施設で働く 労働者等の人件費に区が定める最低賃金水準額

を 適用し 、 賃金の給付状況を 確認する等の労働環境の確保策を 実施し ます。  

 

 
 

 

１ 現状と経緯 

指定管理者制度導入施設で働く 労働者等に支給さ れる賃金等の人件費については、

指定管理者の選考及び年度協定の締結の時点で適切な額が積算さ れているかに加え、

実績報告の時点で適切な額が支払われているかを 確認し ています。 また、 関係法令の

遵守の観点から 指定管理者が「 最低賃金法」 を 遵守するこ と を 公募要項等において求

めています。  

一方、 平成２ ７ 年９ 月、 区は、 区が発注する契約における最低賃金水準額の設定を

含む労働環境の確保策を 決定し 、平成２ ８ 年度から 実施するこ と と し ています（ ※）。

こ れを 踏まえ、指定管理者制度における最低賃金水準額の適用などの労働環境確保策

について、 契約制度と 指定管理者制度の違いも 考慮し 、 検討を 行っ てき まし た。  

（ ※） 港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関する要綱 

（ 資料６ 、 １ ５ ページ参照） を 制定し 、 実施し ます。  

 
２ 実施する労働環境確保策の概要 

（ １ ） 最低賃金水準額の適用 

指定管理者制度導入施設で働く 労働者等の人件費について、「 港区が発注する契

約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関する要綱」 で定める額

と 同額を 最低賃金水準額と し て適用し ます。  

（ ２ ） 再委託先への適用 

指定管理者が業務の一部を 再委託し ている場合に、 再委託業務に従事する労働者

等についても 、 同様の最低賃金水準額を 適用し ます。 再委託に関する区の事前承認

の際に、 最低賃金水準額を 遵守するこ と を 盛り 込んだ契約書により 指定管理者が再

委託先と 契約締結するこ と を 承認の条件の一つと し ます。  

（ ３ ） 賃金給付状況シート の提出 

労働者等へ給付する賃金の状況については、 区が指定管理者並びに再委託先事業

者及び人材派遣元事業者（ 以下「 再委託先等事業者」 と いう 。） から 賃金給付状況シ

ート の提出を 受け、 確認し ます。  

（ ４ ） 実効性の確保 

区は、 最低賃金水準額の設定について指定管理者制度導入施設で働く 労働者等へ

周知を 図り 、 労働者は賃金の支給額について疑義がある場合には、 区へ申し 出るこ

Ⅰ 労働環境確保策の概要 
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と ができ るも のと し ます。 労働者等から 申出を 受けた場合、 又は賃金の支給額につ

いて疑義がある場合には、 区は、 すみやかに調査、 指導等を 行います。  

 

（ ５ ） 実施時期 

  平成２ ８ 年４ 月１ 日から 全ての指定管理者に適用し ます。 ただし 、 適用前に選定

手続き を 行い、 指定管理業務を 行っ ている指定管理者への適用時期については、 指

定管理者と 協議のう え決定し ます。  

 
 

 

 

１ 労働環境確保策の対象となる指定管理者 

港区の公の施設において指定管理者制度を 導入し ている 施設の管理運営を 行っ

ている全ての指定管理者を 対象と し ます。 指定管理者の選定における公募・ 非公募

の別、 指定管理者の法人種別、 単独か共同事業体かを 問いません。  

 
２ 労働環境確保策の対象となる再委託の範囲 

再委託協議を 申請し 、 区が承諾し た再委託契約の全てを対象と し ます。  

※指定管理者の業務の全部又は主要部分を 一括し て第三者に委託するこ と はでき

ません。  

※指定管理者の業務の一部を 再委託し よう と する場合は、 あら かじ め再委託の協議

を 申請し 、 区の承諾を 得るこ と が必要です。 その業務が契約内容の主要な部分で

あると 判断さ れると き には再委託は認めら れません。  

（ 例）  

・ 業務の主要部分 

当該業務の目的を 達成するために必要不可欠な業務 

当該業務における基本的又は中心的なも のに位置づけら れる業務 

・ 一括再委託には当たら ない例 

  複数の業種を 含む業務を 一括し た複合業務において、自ら 実施でき ない個別の一

部業務を 第三者へ再委託する場合（ 建物総合管理、 建物設備管理等）  

 

※指定管理者が、 業務の一部を 再委託により 第三者へ請け負わせる場合には、 当該

再委託契約が労働環境確保策の適用と なる 契約であるこ と を 周知する必要があ

り ます。 そのため、 再委託契約を締結する際には、 労働環境確保策が適用さ れる

こ と について、 十分な理解を 得たう えで、 労働環境確保策の内容について明記し

し た書面等にて契約の取り 交わし が必要です。  

 

Ⅱ 労働環境確保策の内容 
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３ 労働環境確保策を適用する労働者等の範囲 

（１ ） 労働者等の定義 

労働環境確保策が適用さ れる労働者等の範囲は、 次のと おり です。  

○ 指定管理者に雇用さ れ、 施設職員と し て配置さ れ、 指定管理者の業務に従事

する者（ 正社員、 日雇い労働者、 パート 、 アルバイ ト 等）  

○ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（ 昭和６ ０ 年法律第８ ８ 号）（ 以下「 労働者派遣法」 と いう 。） の規定により 、

指定管理者の業務に派遣さ れ、 施設職員と し て配置さ れる者 

  

（ ２ ） 労働者等に該当し ない者 

○ 同居の親族のみを 使用する事業又は事業所に使用さ れる者及び家事使用人 

○ 労働基準法（ 昭和２ ２ 年法律第４ ９ 号） 第９ 条に規定する労働者でない者 

（ ボラ ンティ ア、 会社役員等）  

○ 最低賃金法（ 昭和３ ４ 年法律第１ ３ ７ 号） 第７ 条の規定により 最低賃金の減

額の特例を 受ける者（ ただし 、 使用者が都道府県労働局長の許可を 受けてい

る者に限る。）   

（「 最低賃金法第 7 条の規定により 最低賃金の減額の特例を 受ける者」 は、２

０ ページ、 資料 11「 最低賃金法施行規則」（ 抜粋） を 参照）  

○ 指定管理者の業務に直接従事し ない者 

（ 法人本社の事務員、 区から 別途委託し た業務に従事する職員等）  

○ 指定管理者の業務に従事し た時間が１ か月あたり ３ ０ 分未満の者 

○ 施設職員と し て配置さ れていない者 

（ 職員配置表に職員数が計上さ れない者）  

○ 障害者総合支援法に基づく 就労移行支援及び継続就労支援（ Ｂ 型） を 受ける

障害者 

○ シ ルバー人材センタ ーへの再委託契約業務に就業する高齢者のう ち、 生き が

いや健康づく り のため、 複数会員で同時に同一業務を 分担し て行う 高齢者 

 

４ 最低賃金水準額 

最低賃金水準額と は、 指定管理者及び再委託先等事業者（ 再委託の場合は再委託

先、 人材派遣の場合は派遣元の事業者） が労働者等に対し て支払わなければなら な

い１ 時間あたり の賃金等の下限額です。  

最低賃金水準額は、 指定期間中の年度ごと に毎年度４ 月１ 日を 基準と し て設定さ

れている額を 適用し ます。  
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（ １ ） 最低賃金水準額の基準（ １ 時間あたり ）  

「 港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に

関する要綱」 で定める賃金単価 

（ ※適用する最低賃金水準額は９ ページ、 資料１ 「 指定管理者制度導入施設に

おける労働者等の最低賃金水準額」 参照）  

〇 最低賃金水準額は毎年度見直し 、 年度単位で適用し ます。適用に当たっ ては、区

と 指定管理者が協議し ます。  

〇 ただし 、最低賃金法（ 昭和３ ４ 年法律第１ ３ ７ 号） に基づき 国が定める地域別最

低賃金額（ 東京都） の額が、 最低賃金水準額を 上回っ た場合は、 その額を 最低賃

金水準額と し て翌年度から 適用し ます。  

〇 最低賃金水準額は職種により 異なるため、 それぞれの労働者等に適用する職種

については、 適切な判断が必要です。  

〇 それぞれの労働者等に適用する 職種及び最低賃金水準額について、 労働者等へ

周知し 、 労働者等から 支給さ れている 賃金が最低賃金水準額以上と なっ ている

かについて確認を 求めら れた場合は、 適切な説明を 行っ てく ださ い。  

 
５ 賃金の適否に関する確認方法 

  指定管理者及び再委託先等事業者は、労働環境確保策の対象と なる労働者等に対

し 支給する賃金の１ 時間当たり の単価（ 以下「 判定用賃金額」 と いう 。） が、 労働者

等に適用する 職種に該当する 最低賃金水準額以上と なっ ているこ と を 確認する 必

要があり ます。  

  判定用賃金額が最低賃金水準額以上になっ ているかどう かの確認方法は、次のと

おり です。  

 

【判定用賃金額 算出の考え方】 

 

＝ 

実 際 に 支 払 

われる賃金額 
― 

判定用賃金額算出に当たり  

対象と な ら な い 賃金 

判定用賃金額 

(時間当たり) 
 

所定労働時間（ ※）  

※賃金額は、 施設職員と し て指定管理者の業務に 

従事し たも のに限り ます。   

 

（ ※） 所定労働時間について 

① 時間給の場合は、「 １ 」 と し て算出し ます。  

② 日給の場合は、「 １ 日の所定労働時間数」 と し て算出し ます。  

③ 月給の場合は、「 １ か月の平均所定労働時間数」 と し て算出し ます。  

 

≧  
最低賃金 

水準額 

(時間当たり) 
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（１）判定用賃金額の対象となる賃金 

  判定用賃金額は、実際に支払われる賃金額から 判定用賃金額の算出に当たり 対象

と なら ない賃金を 控除し たう えで、 所定労働時間数で除し て得ら れた、 １ 時間当た

り の金額に換算し た金額です。  

 区 分 手当等の内容 

判定用賃金の 

対象となる賃金 
毎月支払われる基本的な賃金 

判定用賃金額の算出に

当たり 対象と なら ない

賃金（ 控除するも の）  

① 臨時に支払われる賃金（ 結婚手当など）  

② １ 月を 超える期間ごと に支払われる賃金（ 賞与など） 

③ 所定労働時間を 超える労働に対し て支払われる賃金 

（ 時間外割増賃金など）  

④ 所定労働日以外の日の労働に対し て支払われる賃金 

（ 休日割増賃金など）  

⑤ 午後１ ０ 時から 午前５ 時までの間の労働に対し て支 

払われる賃金のう ち、 通常の労働時間の賃金の計算 

額を 超える部分（ 深夜割増賃金など）  

⑥ 精・ 皆勤手当、 通勤手当及び家族手当など 

〇 実際に支払われる賃金と は、 税金や社会保険料等を 控除する前のも のであっ て、

実際に労働者等に手元に支払われる、 いわゆる手取り 賃金と は異なり ます。  

 

（２）判定用賃金額と最低賃金水準額との比較方法 

判定用賃金額と 最低賃金水準額を比較するため、 日給や月給などの場合は、 判

定用賃金額の算出にあたり 対象と なら ない賃金を 控除し た額を 時間額に換算し 、

適用さ れる最低賃金水準額と 比較し ます。  

① 時間給・日給・月給の場合 

「判定用賃金額」≧「最低賃金水準額」 

② 出来高払制その他の請負制によって定められた賃金の場合 

   出来高払制その他の請負制によっ て計算さ れた賃金の総額を 、 当該賃金計算期

間に出来高払制その他の請負制によ っ て労働し た総労働時間数で除し て１ 時間当

たり の金額に換算し 、 最低賃金水準額と 比較し ます。  

③ ①、②の組み合わせの場合 

基本給が日給制で、 各手当（ 職務手当など） が月給制の場合は、 それぞれ、 上記

①、②の方法により 時間額に換算し 、それを 合計し たも のと 最低賃金水準額を 比較

し ます。  
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（３）事例 

 

事例１ 月給の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例２ 日給と月給の組み合わせの場合 

 

  

基本給（ 月給）      200, 000 円 

職務手当（ 月給）      20, 000 円 

※通勤手当（ 月給）     9, 000 円 

※時間外手当       10, 000 円 

合計                 239, 000 円 

１ か月の平均所定労働時間 155 時間 

最低賃金水準額      1, 360 円 

①判定用賃金の対象と なら ないも の（ ※） を 控除 

（ ※通勤手当： 9, 000 円、 時間外手当： 10, 000 円）  

⇒239, 000 円－( 9, 000 円＋10, 000 円) ＝220, 000 円 

②上記①で求めた金額を 時間単価に換算し 、 最低賃金 

水準額と 比較 

 220, 000 円÷1 か月の平均所定労働時間数（ 155 時間） 

＝1, 419. 3 円＞1, 360 円 … Ｏ Ｋ  

基本給（ 日給）      200, 000 円 

（ ＝10, 000 円×20 日）  

職務手当（ 月給）      15, 500 円 

通勤手当（ 月給）      9, 000 円 

時間外手当        10, 000 円 

合計                 234, 500 円 

１ 日の所定労働時間   7 時間 45 分 

１ か月の平均所定労働時間 155 時間 

最低賃金水準額      1, 360 円 

①基本給（ 日給） を 時間単価に換算すると  

 10, 000 円÷1 日の所定労働時間（ 7 時間 45 分） ＝1, 290 円 

②職務手当（ 月給） を 時間単価に換算すると  

15, 500 円÷1 か月の平均所定労働時間数（ 155 時間）  

＝100 円 

（ ※通勤手当、 時間外手当は判定用賃金算定の対象と  

なら ない）  

②上記①と ②を合計 

1, 290 円＋100 円＝1, 390 円＞1, 360 円 … Ｏ Ｋ  

※ 手当等の呼称は、各事業者により異なります。 

当該手当等が、判定用賃金の算出にあたり対象とならない賃金に該当するか否かついては、

最低賃金法に基づく最低賃金額の考え方（支給されている賃金額と最低賃金額を比較する場合

における手当の算入・不算入の考え方）と同様ですので、詳しくは、最寄りの労働局又は労働基

準監督署にお問い合わせください。 

 
 
 



   7 
 

６ 賃金給付状況シート 

（１）賃金給付状況シート 

指定管理者の業務に従事する労働者等について、 職種ごと に最も 低い「 判定用賃

金額」 を 賃金給付状況シート に記入し てく ださ い。  

指定管理者が、 他の事業者と 再委託契約を 締結し た場合は、 再委託先の事業者も

含めた中で、 最も 金額が低い「 判定用賃金額」 を 記入し ます。  

「 判定用賃金」 の算出方法は、 項番５ 「 賃金の適否に関する確認方法」 を 参照し

てく ださ い。  

次の場合は、 その都度、 賃金給付状況シート の提出が必要と なり ます。  

① 職種が増えた場合 

② 最も 金額が低い「 判定用賃金」 が変更と なっ た場合 

こ の場合、 年度内に賃金給付状況シート を 再度提出する場合は、 前回提出し た賃

金給付状況シート と 異なる内容を確認でき るよう 、各様式備考欄に「 変更」「 追加」

等必要事項を 記入し てく ださ い。  

（ ※賃金給付状況シート は１ ０ ページ、 資料２ 「 賃金給付状況シート 」 を参照。）  

 

（２）提出時期及び提出方法 

指定管理者及び再委託先等事業者は、 各年度の事業計画書提出時に賃金給付状況

シート を 作成し 、 所管課へ提出し てく ださ い。  

 

（３）提出先 

各施設所管課 

 

７ 申出・調査制度 

支給さ れる賃金について疑義がある労働者等から の書面（ ※） による申出を受け

付け、 必要に応じ て調査を 実施し ます。 最低賃金以外の労働環境に関する関係法令

の観点から 疑義がある場合も 同様に調査し ます。  

調査では、 就業規則等各種規程、 賃金台帳等の帳簿、 労働者等の雇用及び勤務状

況等の労働環境に係る関係書類の確認、 実地調査、 聞き 取り 調査等を 実施し ます。 

必要に応じ 、 社会保険労務士等の専門家による専門的な調査を 実施し ます。   

調査の結果、 契約に違反する事実があっ た場合、 速やかに改善指示を 行います。 

（ ※書面の様式は１ ３ ページ、 資料４ 「 労働者等の申出書」 参照）  

 

８ 労働者等への周知 

労働者等に適用する職種及び最低賃金水準額について、 労働者等へ説明し 合意を

得ると と も に、 項番７ の申出制度があるこ と について、 周知・ 説明を 行っ てく ださ

い。（ ※周知の作成例は１ ２ ページ、 資料３ 「 労働者向け周知様式例」 参照）  
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９ 労働環境確保が遵守されない場合の対応 

「 最低賃金水準以上の賃金が給付さ れていない」、「 労働関係法令が遵守さ れてい

ない」 など、 労働環境確保に係る業務基準書の規定に違反する事実があり 、 改善指

示を 行っ ても 、 なお改善さ れない場合には、 聴聞を 経て地方自治法に基づく 業務の

一部又は全部の一時停止若し く は指定の取消を 行います。  

 

10 業務基準書の規定 

業務基準書の条項に、 労働環境確保に係る次の事項について、 規定し ます。  

指定管理者が再委託契約及び人材派遣契約を 締結する場合、 同条項の遵守を、 全

ての契約において契約書等の書面により 規定し 、 指定管理者と 再委託先等の間にお

いて必ず確認を 行い、 履行さ せてく ださ い。  

①  区が定める最低賃金水準額以上の賃金を 給付するこ と  

②  最低賃金水準額、 申出先を 労働者等に周知徹底するこ と  

③  賃金給付状況シート を 提出するこ と  

④  労働環境について疑義を 申し 出た者への不利益な取扱いを し ないこ と  

⑤  労働環境の確認のための現地調査を 受け入れるこ と  

⑥  労働環境の改善のための指導に従う こ と  

⑦   ①から ⑥のほか、業務の特性に応じ た良好な労働者等の労働環境の確保に必要 

な対策を 講じ るこ と  

⑧  契約の履行に違反し たと き は、契約解除又は指名停止若し く はその両方を 措置 

するこ と をあら かじ め了承するこ と  

 

〇 再委託契約又は人材派遣契約を 締結する場合は、 上記①から ⑧の項目のほか、次

の項目を契約の条件に加えます。  

①   指定管理者は、 再委託契約（ 又は人材派遣契約） の相手方間で業務基準書項番

５ （ ３ ） に定める内容について、 書面により 明示するこ と  

②   再委託先又は人材派遣の事業者が労働者等に対し 支払っ た賃金等が最低賃金

水準額に基づき 算出する金額を 下回っ たと き は、その差額を 再委託先又は人材派

遣の事業者と 連帯し て支払わなければなら ないこ と  

（ ※業務基準書は１ ４ ページ、 資料５ 「 業務基準書」（ 抜粋・ 作成例） 参照）  
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資料１ 指定管理者制度導入施設における労働者等の最低賃金水準額 

 

 

 

（ 単位： 円）    

職     種 時間単価 

一般事務 １ ， ３ ６ ０  

保育士 １ ， ５ ０ ０  

一般作業 １ ， ３ ６ ０  

給食調理 １ ， ３ ６ ０  

心理判定員 ２ ， ２ ０ ０  

理学・ 作業療法士 ２ ， ２ ０ ０  

看護師 １ ， ７ ０ ０  

保健師 １ ， ７ ０ ０  

栄養士 １ ， ７ ０ ０  

検査技師 １ ， ７ ０ ０  

歯科衛生士 １ ， ７ ０ ０  

診療放射線技師 １ ， ７ ０ ０  

その他の職種 １ ， ３ ６ ０  

※職種の名称は、 職員配置表の職種と 同一にし てく ださ い。  

       ※各職種に要する資格等は指定管理者候補者の公募要項で定めるも のと し ます。  

 

適用日： 令和７ 年４ 月１ 日 

 

 
 
 
 
 
 

Ⅲ 資料編 
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資料２ 賃金給付状況シート 

賃金給付状況シート （ 指定管理者）（ 提出： 第  回目）  

 

施  設  名：                 

指 定 管 理 者：                 

代 表 者 氏 名：                

担 当 者 氏 名：                 

連絡先電話番号：                 

 

№ 職種 業務内容 
判定用賃金額 

( １ 時間当たり : 円)  

備 考 

※ 再委託先事業者又は人材派遣の場合は、 当

該事業者名を記入 

※ ２ 回目以降の提出の場合、「 変更」「 追記」

等を記入 

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      

10     
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〇報告対象と する労働者等の範囲 

・ 指定管理者の業務に従事する労働者等（ 再委託先等を含む。）  

・ 判定用賃金額の職種は、 下記「 職種一覧」 のと おり  

・ 雇用形態（ 日雇い、 短期雇用、 人材派遣等） に関係なく 、 指定管理者の業務に従事し 、  

職員配置表に掲げら れている者について記入するこ と  

 

〇対象と なる賃金 

 毎月支払われる基本的な賃金（ 残業代、 賞与などは対象外）  

 

〇判定用賃金額（ １ 時間当たり ）  

・ 対応する職種ごと に判定用賃金額（ １ 時間当たり ） を記入するこ と  

・ 日給の場合： 日給÷１ 日の所定労働時間数 

・ 月給の場合： 月給÷１ か月の平均所定労働時間数 

・ 出来高払制（ 歩合制） そのほか請負制の場合 

出来高払制その他請負制によっ て計算さ れた賃金の総額を、 当該賃金判定期間において

出来高制その他の請負制によっ て総労働時間数で除し た金額 

※ 記入に当たっ ては、「 港区指定管理者制度導入施設における最低賃金水準額に関する 手引き 」 

を 参照するこ と  

 

職種一覧 

職 種 時間単価 職 種 時間単価 

一般事務 １ ， ３ ６ ０  看護師 １ ， ７ ０ ０  

保育士 １ ， ５ ０ ０  保健師 １ ， ７ ０ ０  

一般作業 １ ， ３ ６ ０  栄養士 １ ， ７ ０ ０  

給食調理 １ ， ３ ６ ０  検査技師 １ ， ７ ０ ０  

心理判定員 ２ ， ２ ０ ０  歯科衛生士 １ ， ７ ０ ０  

理学・ 作業療法士 ２ ， ２ ０ ０  診療放射線技師 １ ， ７ ０ ０  

 その他の職種 １ ， ３ ６ ０  

 

※職種の名称は、 職員配置表の職種と 同一にし てく ださ い。  

       ※各職種に要する資格等は指定管理者候補者の公募要項で定めるも のと し ます。  

 

適用日： 令和７ 年４ 月１ 日 
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資料３ 労働者等向け周知様式例 

港区指定管理者制度導入施設における労働環境確保策について 

施 設 名  

指定管理者  

指 定 期 間 年  月  日 から     年  月  日まで 

港区では、 指定管理者制度導入施設で従事する職員の皆さ んの労働環境を確保するため、

区と 指定管理者と の協定において、 次のこ と が規定さ れています。  

■労働環境確保の対象となる労働者等の範囲 

適用の

対象労

働者 

・ 正社員、 日雇い労働者、 パート 、 アルバイト 、 派遣労働者等雇用形態を 問わず、

当該業務に従事する者（ 労働基準法第 9 条に規定する労働者）  

・ 再委託契約等により 、 指定管理者の業務に従事する者 

※職員配置表に記載のある労働者が対象 

適用の

対象と

ならな

い労働

者 

・ 同居の親族のみを使用する事業又は事業所に使用さ れる者及び家事使用人 

・ 労働者でない者（ ボランティ ア、 会社役員等）  

・ 最低賃金法（ 昭和 34 年法律第 137 号） 第 7 条各号の規定により 最低賃金の減額の

特例を 受ける者（ 但し 、 使用者が都道府県労働局長の許可を 受けている 者に限

る。）  

・ 適用と なる契約に係る業務に直接従事し ない者（ 事務員、 材料の製造に従事する

者）  

・ 適用と なる契約に従事し た時間が 1 か月あたり 30 分未満の者 

・ 施設職員と し て配置さ れていない者（ 職員配置表に掲げら れている者）  

・ 障害者総合支援法に基づく 就労移行支援及び継続就労支援（ B型） を 受ける障害

者 

・ シルバー人材センタ ーへの再委託契約に就業する高齢者のう ち、 生き がいや健康

づ 

く り のため、 複数会員で同時に同一業務を 分担し て行う 高齢者 

■最低賃金水準額（１時間当たり）以上の賃金の支払い 

こ の業務に従事する労働者等は、 区が定める１ 時間当たり の賃金（ 最低賃金水準額） 以上

の１ 時間当たり の賃金を受け取るこ と ができ ます。  

職 種 最低賃金水準額（１時間当たり） 

●●●● ●， ●●●円 

■■■■ ●， ●●●円 

■労働関係法令の遵守 

■申出をする場合の申出先 

対象と なる労働者等は、 最低賃金水準額以上の賃金を受け取っ ていない場合は、 その旨を

受注者、 港区の施設所管課に申し 出るこ と ができ ます。 申出は必ず文書（ 様式「 申出書」）

により 行っ てく ださ い。  
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申出をし たこ と を理由と し て、 解雇、 請負契約の解除その他不利益な取扱いは受けませ

ん。  

施設所管課 

（ 申出先）  

港区●●総合支所・ 部 

●●課●●係 

〒●● 

港区●●●▲丁目●番●号 
03(     )  

資料４ 労働者等の申出書 

年  月  日 

（ 宛て先）  

港区   総合支所・ 部   課長 

 

（ 申出者）   

住所 

氏名              

 

申 出 書 

 

港区指定管理者制度導入施設において労働環境確保策の対象と なる労働者と し て

業務に従事し ていますが、 下記の事項について申し 出ます。  

 

記 

施 設 名  

指定管理者  

指 定 期 間 年  月  日 から     年  月  日 

雇用形態 
※該当する 項
目に〇を つけ
てく ださ い。  

正規  非正規常勤  非常勤  パート ・ アルバイ ト  

人材派遣（ 派遣元名称：                 ）  

再委託（ 再委託事業者名称：               ）  

 

申出内容 （ 該当する項目に〇をつけ、（  ） を 記入し てく ださ い。）  

１  賃金等に関するこ と  

（ １ ） 最低賃金水準額以上の賃金等を受け取っ ていない。  

（ ２ ） その他（                         ）  

２  労働環境に関するこ と  
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内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 業務基準書（抜粋・作成例） 
５  管理運営の基準 

（ ３ ） 職員の労働環境の確保 

ア  指定管理者は、 本施設において 、 別途定める職員配置表に基づき 配置さ れる職員（ 再委託

及び人材派遣会社により 配置する職員を 含む。 以下同じ 。 以下「 職員」 と いう 。） に対し 、「 港

区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関する要綱」 に基

づき 「 港区指定管理者制度導入施設における最低賃金水準額に関する手引き 」 で定める金額

（ 以下「 最低賃金水準額」 と いう 。） 以上の賃金を給付するこ と 。 最低賃金水準額は、 指定期

間が属する年度の最低賃金水準額を 年度単位で適用し 、 ただし 、 最低賃金法（ 昭和３ ４ 年法

律第１ ３ ７ 号） に基づき 定めら れる地域別最低賃金（ 以下「 最低賃金」 と いう 。） の金額が最

低賃金水準額を 上回っ たと き は、 最低賃金の金額を 最低賃金水準額と する。  

イ  指定管理者は、 次に掲げる事項を施設の見やすい場所に掲示し 、 若し く は備え付け、 又は

書面を 交付するこ と によっ て職員に周知するこ と 。  

（ ア） 労働環境確保策の対象と なる職員の範囲 

（ イ ） 本業務における最低賃金水準額 

（ ウ） 本項５ （ ３ ） エに規定する申出を する場合の申出先 

ウ 指定管理者は、 本業務に従事する職員の労働環境に関し 、 別に定める賃金給付状況シート

を 作成し 、 事業計画書と 共に提出するこ と 。  

エ  指定管理者並びに職員の配置に係る再委託先及び人材派遣の事業者は、 職員が労働環境及

び賃金に関する申出を し たこ と を 理由に、 解雇、 下請契約の解除その他の不利益な取扱いを

し ないこ と 。  

オ 区は、 次の各号のいずれかに該当する場合は、 指定管理者に対し て報告を 求め、 又は指定

管理者、 職員の配置に係る再委託先若し く は人材派遣の事業所において、 職員等の労働条件

を 示す書類その他の物件を 調査し 、 若し く は本業務に従事する及び関係者に確認するこ と が

でき る。  

（ ア） 職員から 本項５ （ ３ ） エに規定する申出があっ たと き 。  

（ イ ） 本項５ （ ３ ） に定める労働環境確保に係る事項の履行状況について確認する必要がある

と 認めると き 。  

カ  区は、 本項５ （ ３ ） オの規定による調査の結果、 必要があると 認めら れる場合は、 第三者

による調査を 行う こ と ができ る。  

キ 指定管理者は、 本項５ （ ３ ） オ及びカ の規定による労働環境の確認のための調査に協力す

るこ と 。  

ク  区は、 本項５ （ ３ ） オ、 カ及びキの規定による調査の結果、 本項５ （ ３ ） に定める労働環境

確保に係る事項の履行状況が不適切と 認めら れる場合は、 指定管理者に対し 、 労働環境の改
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善を 指示するこ と ができ る。  

ケ 指定管理者は、 本項５ （ ３ ） ク の規定による改善指示に従う こ と 。  

コ  指定管理者は、 業務の特性に応じ て職員の良好な労働環境の確保に必要な対策を 講ずるこ

と 。  

サ 指定管理者は、 指定管理者と 職員の配置に係る再委託先又は人材派遣の事業者と の間にお

いて、 本項５ （ ３ ） に定める労働環境確保に係る内容を 遵守するこ と について、 契約書等の

書面において、 明記するこ と 。  

シ  指定管理者は、 本項５ （ ３ ） ア の規定に基づき 、 指定管理者が職員に対し て支払っ た賃金

が最低賃金水準額に基づき 算出する賃金を 下回っ たと き は、 当該職員に対し て、 当該賃金と

最低賃金水準額に基づき 算出する賃金と の差額に相当する額を 再委託先及び人材派遣の事業

者と 連帯し て支払う こ と 。  

資料６ 港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進

に関する要綱 

 

（ 目的）  

第１ 条 こ の要綱は、 港区契約事務規則（ 昭和３ ９ 年港区規則第６ 号。 以下「 規則」 と いう 。）

第４ 条の２ の規定により 業務に従事する労働者等の労働環境を 確保するために必要な措置を 講ず

べき 契約を 定めると と も に、 当該契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進を 図

り 、 も っ て契約の適正な履行による良質な区民サービスの確保を 図るこ と を 目的と する。  

（ 定義）  

第２ 条 こ の要綱において、 次の各号に掲げる用語の定義は、 当該各号に定めると こ ろ による。  

（ １ ）  受注者 港区（ 以下「 区」 と いう 。） と 契約を 締結する者を いう 。  

（ ２ ）  受注関係者 次に掲げる者を いう 。  

ア 下請、 再委託その他いかなる名義によるかを問わず、 受注者その他区以外の者から 区が発注

する 契約に係る業務の一部を 請け負う 者 

イ  労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（ 昭和６ ０ 年法律

第８ ８ 号） に基づき 受注者又はアに規定する者へ区が発注する契約に係る業務に従事する労働者

を 派遣する者 

（ ３ ）  労働者等 次に掲げる者を いう 。  

ア 受注者又は受注関係者に雇用さ れ、 専ら 当該契約に係る業務に従事する労働基準法（ 昭和２

２ 年法律第４ ９ 号） 第９ 条に規定する労働者（ 同居の親族のみを 使用する事業又は事務所に使用

さ れる者及び家事使用人を 除く 。）  

イ  自ら が提供する労務の対価を 得るため、 受注者又は前号アに規定する者と の請負契約により

区が発注する契約に係る業務に従事する者 

（ ４ ）  賃金等 区が発注する契約に係る労務の対価で、 次に掲げるも のを いう 。  

ア 前号アに該当する者がその雇用する者から 得る賃金 

イ  前号イ に該当する者が当該請負契約により 得る収入 

（ 対象契約）  

第３ 条 規則第４ 条の２ の区長が定める契約は、 次に掲げるも のと する。  
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（ １ ）  予定価格１ ３ ０ 万円を 超える工事請負契約 

（ ２ ）  長期継続契約と し て締結する業務委託契約 

（ 労働関係法令遵守の徹底）  

第４ 条 区長は、 区が発注する契約の受注者及び受注関係者に対し 、 労働基準法、 労働安全衛生

法（ 昭和４ ７ 年法律第５ ７ 号） その他関係法令（ 以下こ れら を 総称し て「 労働関係法令」 と い

う 。） の遵守を徹底し 、 労働者等の良好な労働環境の確保を 図るよう 指示するも のと する。  

（ 最低賃金水準額）  

第５ 条 受注者及び受注関係者が労働者等に支払う べき 最低賃金水準額は、 次の各号に掲げる契

約の区分に応じ 、 毎年度４ 月１ 日を 基準と し て当該各号の方法により 算出する額と し 、 港区ホー

ムページへの掲載により 公表するも のと する。  

（ １ ）  工事請負契約 農林水産省及び国土交通省が毎年度決定する職種別公共工事設計労務単

価（ 東京都） に０ ． ９ ２ を 乗じ た額を ８ で除し 、 小数点以下第一位を 四捨五入し た額 

（ ２ ）  業務委託契約 公共職業安定所が地域ごと に公表し ている民間の職業別パート タ イ ム求

人賃金を 勘案し て算出し 、 別表の左欄に掲げる職種ごと に右欄に定める額 

２  契約ごと に適用する最低賃金水準額は、 当該契約締結日が属する年度の最低賃金水準額を 適

用するも のと し 、 契約期間が複数年度と なる場合についても 、 当該金額を適用するも のと する。

ただし 、 最低賃金法（ 昭和３ ４ 年法律第１ ３ ７ 号） に基づき 定めら れる地域別最低賃金（ 以下

「 最低賃金」 と いう 。） の金額が最低賃金水準額を 上回っ た場合は、 最低賃金の金額を最低賃金

水準額と する。  

（ 労働環境の確認）  

第６ 条 区長は、 前２ 条の規定に対する受注者及び受注関係者の取組を確認するため、 受注者に

対し 、 契約締結後速やかに労働環境チェ ッ ク シート （ 第１ 号様式） 及び賃金給付状況シート （ 第

２ 号様式） の提出を 求めるも のと する。  

２  区は、 受注者から 労働環境チェ ッ ク シート 及び賃金給付状況シート の提出があっ たと き は、

その内容を 確認し 、 契約書と と も に適切に保管するも のと する。  

（ 労働者等から の申出）  

第７ 条 区長は、 第４ 条及び第５ 条の規定に違反する事実があっ た場合で、 労働者等から その旨

の申出があっ たと き は、 当該申出を 受け付けるも のと する。  

（ 調査、 改善の指示及び報告の聴取並びに指名停止等の措置）  

第８ 条 区長は、 第６ 条第２ 項の規定による確認及び前条の規定による申出の内容の確認の結

果、 必要があると 認めると き は、 受注者及び受注関係者に対し 、 区の職員又は専門家による調査

並びに改善の指示及び報告の聴取を 実施するも のと する。  

２  前項の規定による調査等の結果、 重大な違反が発覚し 、 改善の指示後も なお改善さ れない場

合は、 区長は、 当該契約を 解除し 、 又は港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（ 平成１ ６

年７ 月３ ０ 日１ ６ 港政契第２ ３ ８ 号） に定める指名停止の措置を 講ずるも のと する。  

（ 契約に定める事項）  

第９ 条 区長は、 区が発注する契約において、 次に掲げる事項を 定めると と も に、 当該事項を 含
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む契約の条件について、 広く 周知するも のと する。  

（ １ ）  受注者は、 労働関係法令を 遵守するこ と 。  

（ ２ ）  受注者は、 第５ 条の規定により 区長が定める最低賃金水準額以上の賃金等を 給付するこ

と 。  

（ ３ ）  受注者は、 次に掲げる事項を 業務が実施さ れる作業場の見やすい場所に掲示し 、 若し く

は備え付け、 又は書面を交付するこ と により 労働者等に周知し なければなら ないこ と 。  

ア 第５ 条の規定に基づき 当該契約に適用するこ と と なる最低賃金水準額 

イ  第７ 条の規定による申出を する場合の申出先 

（ ４ ）  受注者は、 受注関係者分も 含め、 労働環境チェ ッ ク シート を 契約締結後速やかに提出す

るこ と 。  

（ ５ ）  受注者は、 第７ 条の規定による申出を 行っ た労働者等に対し 、 不利益な取扱いを し ない

こ と 。  

（ ６ ）  受注者は、 第８ 条第１ 項の規定により 実施する調査を 受け入れるこ と 。  

（ ７ ）  受注者は、 区が、 前号の調査で改善を 指示し たと き は、 速やかに指示に従う こ と 。  

（ ８ ）  受注者は、 前各号に掲げるも ののほか、 業務の特性に応じ た良好な労働者等の労働環境

の確保に必要な対策を 講ずるこ と 。  

（ ９ ）  受注者は、 契約の履行に違反し たと き は、 その状況に応じ 、 区長が、 契約解除又は指名

停止若し く はその両方を措置するこ と を あら かじ め了承するこ と 。  

（ 受注者の連帯責任）  

第１ ０ 条 下請契約又は再委託契約を 締結する 場合は、 前条各号に掲げる事項に加え、 次に掲げ

る事項を 契約の条件と するこ と と する。  

（ １ ）  受注者は、 受注者と 下請事業者又は再委託契約の相手方間（ 二次以下の下請業者間等を

含む。） において、 前条に定める内容を 遵守するこ と について、 契約書等の書面にて 、 明確にす

るこ と 。  

（ ２ ）  受注者は、 受注関係者が労働者等に対し て支払っ た賃金等の金額が最低賃金水準額に基

づき 算出する金額を 下回っ たと き は、 当該労働者等に対し て、 当該賃金等の金額と 最低賃金水準

額に基づき 算出する金額と の差額に相当する額を当該受注関係者と 連帯し て支払わなければなら

ないこ と 。  

（ 継続雇用の要請）  

第１ １ 条 区長は、 労働者の雇用の安定並びに区が発注する契約に係る業務の質及び継続性の確

保を 図るため、 第３ 条第２ 号に該当する契約の受注者に変更があっ た場合は、 新たに当該契約を

受注するこ と と なっ た受注者に対し 、 当該契約の締結前に当該契約に係る業務に従事し ていた労

働者を継続し て雇用するよう 要請するも のと する。  

（ 委任）  

第１ ２ 条 こ の要綱に定めるも ののほか、 こ の要綱に施行に関し 必要な事項は、 総務部長が別に

定める。  
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資料７ 労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）（抜粋） 

（ 定義）  

第九条 こ の法律で「 労働者」 と は、 職業の種類を 問わず、 事業又は事務所（ 以下「 事業」 と い

う 。） に使用さ れる者で、 賃金を 支払われる者を いう 。  

 

第十一条 こ の法律で 賃金と は、 賃金、 給料、 手当、 賞与その他名称の如何を 問わず、 労働の対

償と し て使用者が労働者に支払う すべてのも のをいう 。  

 

（ 時間外、 休日及び深夜の割増賃金）  

第三十七条 使用者が、 第三十三条又は前条第一項の規定により 労働時間を 延長し 、 又は休日に

労働さ せた場合においては、 その時間又はその日の労働については、 通常の労働時間又は労働

日の賃金の計算額の二割五分以上五割以下の範囲内でそれぞれ政令で定める率以上の率で計算

し た割増賃金を 支払わなければなら ない。 ただし 、 当該延長し て労働さ せた時間が一箇月につ

いて六十時間を 超え た場合において は、 その超えた時間の労働については、 通常の労働時間の

賃金の計算額の五割以上の率で計算し た割増賃金を 支払わなければなら ない。  

② 前項の政令は、 労働者の福祉、 時間外又は休日の労働の動向その他の事情を 考慮し て定める

も のと する。  

③ 使用者が、 当該事業場に、 労働者の過半数で組織する労働組合があると き はその労働組合、

労働者の過半数で組織する労働組合がないと き は労働者の過半数を 代表する者と の書面による

協定により 、 第一項ただし 書の規定により 割増賃金を 支払う べき 労働者に対し て、 当該割増賃

金の支払に代えて、 通常の労働時間の賃金が支払われる休暇（ 第三十九条の規定による有給休

暇を 除く 。） を 厚生労働省令で定めると こ ろ により 与えるこ と を 定めた場合において、 当該労働

者が当該休暇を 取得し たと き は、 当該労働者の同項ただし 書に規定する時間を 超えた時間の労

働のう ち当該取得し た休暇に対応するも のと し て厚生労働省令で定める時間の労働については、

同項ただし 書の規定による割増賃金を 支払う こ と を 要し ない。  

④ 使用者が、午後十時から 午前五時まで（ 厚生労働大臣が必要であると 認める場合においては、

その定める地域又は期間について は午後十一時から 午前六時まで） の間において労働さ せた場

合においては、 その時間の労働については、 通常の労働時間の賃金の計算額の二割五分以上の
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率で計算し た割増賃金を支払わなければなら ない。  

⑤ 第一項及び前項の割増賃金の基礎と なる賃金には、 家族手当、 通勤手当その他厚生労働省令

で 定める賃金は算入し ない。  
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資料８ 労働基準法施行規則（昭和二十二年八月三十日号外厚生省令第二十三号）

（抜粋） 

 

第二十条 法第三十三条又は法第三十六条第一項の規定によつて 延長し た労働時間が午後十時か

ら 午前五時( 厚生労働大臣が必要であると 認める場合は、その定める地域又は期間については午

後十一時から 午前六時) までの間に及ぶ場合においては、 使用者はその時間の労働については、

第十九条第一項各号の金額にその労働時間数を 乗じ た金額の五割以上( その時間の労働のう ち、

一箇月について六十時間を 超える労働時間の延長に係るも のについては、七割五分以上) の率で

計算し た割増賃金を 支払わなければなら ない。  

② 法第三十三条又は法第三十六条第一項の規定による休日の労働時間が午後十時から 午前五時

( 厚生労働大臣が必要であると 認める場合は、その定める地域又は期間については午後十一時か

ら 午前六時) までの間に及ぶ場合においては、 使用者はその時間の労働については、 前条第一項

各号の金額にその労働時間数を 乗じ た金額の六割以上の率で計算し た割増賃金を 支払わなけれ

ばなら ない。  

第二十一条 法第三十七条第五項の規定によつて、 家族手当及び通勤手当のほか、 次に掲げる賃

金は、 同条第一項及び第四項の割増賃金の基礎と なる賃金には算入し ない。  

一 別居手当 

二 子女教育手当 

三 住宅手当 

四 臨時に支払われた賃金 

五 一箇月を 超える期間ごと に支払われる賃金 

 

資料９ 労働基準法第３７条第１項の時間外及び休日の割増賃金に係る率の最低限

度を定める政令（平成六年政令第五号） 

内閣は、 労働基準法（ 昭和二十二年法律第四十九号） 第三十七条第一項の規定に基づき 、 こ の

政令を制定する。  

労働基準法第三十七条第一項の政令で定める率は、 同法第三十三条又は第三十六条第一項の規

定により 延長し た労働時間の労働については二割五分と し 、 こ れら の規定により 労働さ せた休日

の労働については三割五分と する。  

 

資料１０ 最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）（抜粋） 

( 最低賃金の減額の特例)  

第七条 使用者が厚生労働省令で定めると こ ろ により 都道府県労働局長の許可を 受けたと き は、

次に掲げる労働者については、 当該最低賃金において定める最低賃金額から 当該最低賃金額に

労働能力その他の事情を考慮し て厚生労働省令で定める率を 乗じ て得た額を 減額し た額により

第四条の規定を 適用する。  

一 精神又は身体の障害により 著し く 労働能力の低い者 
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二 試の使用期間中の者 

三 職業能力開発促進法( 昭和四十四年法律第六十四号) 第二十四条第一項の認定を 受けて行われ

る 職業訓練のう ち職業に必要な基礎的な技能及びこ れに関する知識を習得さ せるこ と を 内容と

するも のを 受ける者であつて厚生労働省令で定めるも の 

四 軽易な業務に従事する者その他の厚生労働省令で定める者 

 

資料１１ 最低賃金法施行規則（昭和三十四年七月十日労働省令第十六号）（抜粋） 

（ 法第四条の規定の適用についての換算）  

第二条 賃金が時間以外の期間又は出来高払制その他の請負制によつて定めら れている場合は、

当該賃金が支払われる労働者については、 次の各号に定めると こ ろ により 、 当該賃金を 時間に

ついての金額に換算し て、 法第四条の規定を 適用するも のと する。  

一 日によつて定めら れた賃金については、 その金額を 一日の所定労働時間数（ 日によつて所定

労働時間数が異なる場合には、 一週間における一日平均所定労働時間数） で除し た金額 

二 週によつて定めら れた賃金については、 その金額を 週における所定労働時間数（ 週によつて

所定労働時間数が異なる場合には、 四週間における一週平均所定労働時間数） で除し た金額 

三 月によつて定めら れた賃金については、 その金額を 月における所定労働時間数（ 月によつて

所定労働時間数が異なる場合には、 一年間における一月平均所定労働時間数） で除し た金額 

四 時間、 日、 週又は月以外の一定の期間によつて定めら れた賃金については、 前三号に準じ て

算定し た金額 

五 出来高払制その他の請負制によつて定めら れた賃金については、 当該賃金算定期間（ 賃金締

切日がある場合には、 賃金締切期間。 以下こ の号において同じ 。） において出来高払制その他の

請負制によつて計算さ れた賃金の総額を 、 当該賃金算定期間において出来高払制その他の請負

制によつて労働し た総労働時間数で除し た金額 

２  前項の場合において、 休日手当その他同項各号の賃金以外の賃金（ 時間によつて定めら れた

賃金を除く 。） は、 月によつて定めら れた賃金と みなす。  

（ 最低賃金の減額の特例）  

第三条 法第七条第三号の厚生労働省令で定める者は、 職業能力開発促進法施行規則（ 昭和四十

四年労働省令第二十四号） 第九条に定める普通課程若し く は短期課程（ 職業に必要な基礎的な

技能及びこ れに関する知識を 習得さ せるためのも のに限る。） の普通職業訓練又は同条に定める

専門課程の高度職業訓練を 受ける者であつて、 職業を 転換するために当該職業訓練を 受けるも

の以外のも のと する。  

２  法第七条第四号の厚生労働省令で 定める者は、 軽易な業務に従事する者及び断続的労働に従

事する者と する。 ただし 、 軽易な 業務に従事する者についての同条の許可は、 当該労働者の従

事する業務が当該最低賃金の適用を 受ける他の労働者の従事する業務と 比較し て特に軽易な場

合に限り 、 行う こ と ができ るも のと する。  

第四条 法第七条の許可を 受けよう と する使用者は、 許可申請書を 当該事業場の所在地を 管轄す

る 労働基準監督署長を 経由し て都道府県労働局長に提出し なければなら ない。  
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２  前項の許可申請書は、 法第七条第一号の労働者については様式第一号、 同条第二号の労働者

については様式第二号、 同条第三号の労働者については様式第三号、 前条第二項の軽易な業務

に従事する者については様式第四号、 同項の断続的労働に従事する者については様式第五号に

よ るも のと する。  

（ 最低賃金の減額の率）  

第五条 法第七条の厚生労働省令で定める率は、 次の表の上欄に掲げる者の区分に応じ 、 それぞ

れ同表の下欄に定める率以下の率で あつて、 当該者の職務の内容、 職務の成果、 労働能力、 経

験等を勘案し て定めるも のと する。  

法第七条第一号に掲

げる者 

当該掲げる者と 同一又は類似の業務に従事する労働者であつて、 減額

し よう と する最低賃金額と 同程度以上の額の賃金が支払われているも

ののう ち、 最低位の能力を 有するも のの労働能率の程度に対する当該

掲げる者の労働能率の程度に応じ た率を 百分の百から 控除し て得た率 

法第七条第二号に掲

げる者 
百分の二十 

法第七条第三号に掲

げる者 

当該者の所定労働時間のう ち、 職業能力開発促進法（ 昭和四十四年法

律第六十四号） 第二十四条第一項の認定を 受けて行われる職業訓練の

時間（ 使用者が一定の利益を 受けるこ と と なる業務の遂行の過程内に

おいて行う 職業訓練の時間を 除く 。） の一日当たり の平均時間数を当該

者の一日当たり の所定労働時間数で除し て得た率 

第三条第二項の軽易

な業務に従事する者 

当該軽易な 業務に従事する 者と 異なる 業務に従事する 労働者で あつ

て、 減額し よう と する最低賃金額と 同程度以上の額の賃金が支払われ

ているも ののう ち、 業務の負担の程度が最も 軽易なも のの当該負担の

程度に対する当該軽易な業務に従事する者の業務の負担の程度に応じ

た率を百分の百から 控除し て得た率 

第三条第二項の断続

的労働に従事する者 

当該者の一日当たり の所定労働時間数から 一日当たり の実作業時間数

を 控除し て得た時間数に百分の四十を 乗じ て得た時間数を 当該所定労

働時間数で除し て得た率 



    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 問合せ先】  

＜港区指定管理者制度導入施設各所管課について＞ 

港区役所 

  電 話 ０ ３ （ ３ ５ ７ ８ ） ２ １ １ １ （ 代表）  

 

＜港区指定管理者制度について＞ 

港区企画経営部連携協創担当指定管理者連携推進担当 

電 話 ０ ３ （ ３ ５ ７ ８ ） ２ ０ ８ ９ （ 直通）  

Ｆ Ａ Ｘ  ０ ３ （ ３ ５ ７ ８ ） ２ ０ ３ ４  


